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平成 19年 3月期  第 1四半期財務・業績の概況（連結） 
    平成 18年 8月 10日 

上場会社名 大和自動車交通株式会社 (コード番号：9082   東証第 2部) 
 ( ＵＲＬ  http://www.daiwaj.com/ )  
問 合 せ 先       代表者役職・氏名 代表取締役社長 新倉 尚文 ＴＥＬ：（03） 3564 ― 4954       
              責任者役職・氏名 専務取締役   新倉 能文 
 
１．四半期財務情報の作成等に係る事項 

  
① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 有 
（内容） 
１、減価償却費は年間償却見込み額の月割り額を計上しております。 
２、賞与引当金は年間支給見込み額の月割り額を計上しております。 
３、退職給付引当金は年度末要支給額より必要と見込まれる額の月割り額を計上しております。 
４、税金費用は、法定実効税率をベースにした年間見積税率により算出しております。 
 
② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 無 

 
２．平成 19年 3月期第 1四半期財務・業績の概況（平成 18年 4月 1日～平成 18年 6月 30日） 
(1) 経営成績（連結）の進捗状況 

(注)記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      
四半期（当期）  

純 利 益       
 百万円   ％ 百万円   ％   百万円   ％  百万円   ％   

19年 3月期第 1四半期 6,598 (△0.2) 194 (△32.8) 101 (△49.3) 80 (△50.0) 
18年 3月期第 1四半期 6,614 (  0.8) 289 (△14.0) 199 (△10.1) 161 (  38.5) 
(参考)18年 3月期 27,173  934  536  630  

 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 

潜 在 株 式 調 整 後           

１株当たり四半期 

（当期）純利益 

 円    銭 円    銭 

19年 3月期第 1四半期 7.67 ― 
18年 3月期第 1四半期 15.37 ― 
(参考)18年 3月期 60.16 ― 

(注) １、売上高におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。 
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(2) 財政状態（連結）の変動状況 
 

 総 資 産 純資産 自己資本比率 
１株当たり 

純 資 産  

 百万円 百万円 ％ 円    銭 

19年 3月期第 1四半期 20,118 2,769 13.4 256.23 
18年 3月期第 1四半期 20,469 1,986 9.7 189.44 
(参考)18年 3月期 19,488 2,740 14.1 261.55 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○ 添付資料 
（要約）四半期連結貸借対照表、（要約）四半期連結損益計算書 
 
 

以  上 
【参考】 

 

［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］ 
 
当第 1 四半期におけるわが国経済は、一部の企業及び個人には明るい兆しが見られたものの、原油
高をはじめとする石油製品の値上がり等もあり、企業収益及び個人消費ともに厳しい状況で推移いた
しました。 
このような情勢のもと、当社グループのハイヤー事業においては顧客ロイヤリティの追求、タクシ
ー事業については、顧客サービス品質向上の一環として無線のデジタル化と配車業務の自動化を進め
るとともに、グループ内全タクシーが事業者評価制度の最高格付(AA)、さらにはグループ内全事業所
において環境対応評価制度によるグリーン経営の認証を取得するなど、環境に配慮しつつ売上高の維
持拡大に努力してまいりました。 
売上高については、ハイヤー・タクシー乗務員不足に加え 6 月の降雨日数は前期比減少し又石油製
品販売価格増額を進めましたが、第 1 四半期の売上高は 6,598 百万円(前期比 0.2%減)に留まりまし
た。 
営業利益及び経常利益については、タクシーデジタル無線設備等の減価償却費の増加等に加え、燃
料・資材費が予想を超えて増大し、又、石油製品仕入価格の大幅な高騰から営業利益 32.8%、経常利
益 49.3%各々減益となりました。 
 

［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］ 
  
当第 1四半期末における総資産は 20,118百万円となり、前連結会計年度末に比べ 629 百万円(前連
結会計年度末比 3.2%増)の増加となりました。これは、おもに前払費用 321百万円(前連結会計年度末
比 114.6%増)、日本橋に新しいビルの建築を進めており建設仮勘定 127 百万円(前連結会計年度末比
102.0%増)、借入金が 467 百万円(前連結会計年度末比 4.4%増)の増加等があり、反面、投資有価証券
が株価下落により 76百万円(前連結会計年度末比 11.6%減)の減少となったものであります。 
  

［業績予想に関する定性的情報等］ 
  
第 1 四半期においてさらに燃料・資材価格が高騰し続けておりますが、当社グループと致しま
しては、積極的な営業活動と業務効率化を進め、現時点での業績予想の修正は行いません。 



四半期連結財務諸表等

（１）要約四半期連結貸借対照表
　　　

　　　 構成比 構成比 構成比

　 ％ ％ ％

6,552 32.6 7,661 37.4 5,923 30.4

2,898 4,179 2,766
2,313 2,304 2,266
50 50 50
169 147 169
1,149 1,003 701

△ 28 △ 24 △ 30

固　　　定　　　資　　　産 13,566 67.4 12,807 62.6 13,565 69.6
11,205 55.6 10,964 53.6 11,145 57.2

111 96 107
3,854 4,022 3,895
674 381 702
6,311 6,436 6,315
253 28 125

55 0.3 55 0.3 56 0.3

2,305 11.5 1,788 8.7 2,362 12.1

1,678 1,427 1,805
290 144 221
437 306 436

△ 100 △ 90 △ 100

20,118 100.0 20,469 100.0 19,488 100.0

そ の 他 流 動 資 産
た な 卸 資 産

投 資 有 価 証 券

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産
その他の投資・その他の資産

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

車 両

機械器具及び什器備品
土 地

無 形 固 定 資 産

期　　　別

受取手形及び売掛金
有 価 証 券

（ 資 産 の 部 ）

科　　　目

流　　　動　　　資　　　産
現 金 及 び 預 金

金 額

建 物 及 び 構 築 物

資 産 合 計

投資その他の資産

建 設 仮 勘 定

（単位：百万円）

平成17年6月30日

金 額 金 額

《前連結会計年度》

平成18年3月31日

《 前 第 1 四 半 期 》《 当 第 1 四 半 期 》

平成18年6月30日
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　　　 構成比 構成比 構成比

8,097 40.2 8,642 42.2 7,478 38.3

1,173 939 1,165

70 60          70
4,599 5,205 4,160
250 288 486
230 226 144         
292 292 176
1,481 1,630 1,274

9,251 46.0 9,759 47.7 9,190 47.2

270 270 270         
6,552 7,294 6,523
807 816 803
1,002 1,012 982
76 98 81
257 268         257
285         - 271         
17,349 86.2 18,402 89.9 16,668 85.5

-            -          80          0.4 79          0.4

-            -          525 2.6 525         2.7
-            -          2 0.0 2            0.0

-            -          1,112 5.4 1,561 8.0
-            -          349 1.7 662 3.4
-            -          △ 3 △ 0.0 △ 10 △ 0.0
-            -          1,986 9.7 2,740 14.1
-            -          20,469 100.0 19,488 100.0

525 2.6 -            -          -            -          
2 0.0 -            -          -            -          
1,587 7.9 -            -          -            -          

△ 10 △ 0.0 -            -          -            -          
2,104 10.5 -            -          -            -          

Ⅱ　評価・換算差額等
585 2.9 -            -          -            -          
585 2.9 -            -          -            -          
78          0.4 -            -          -            -          
2,769 13.8 -            -          -            -          
20,118 100.0 -            -          -            -          

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

固 定 負 債

繰 延 税 金 負 債

賞 与 引 当 金
そ の 他 の 流 動 負 債

短 期 借 入 金

事 業 損 失 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

金 額金 額

期　　　別

支払手形及び買掛金

（ 負 債 の 部 ）

科　　　目 金 額
平成17年6月30日

流 動 負 債

Ⅲ　少数株主持分

その他有価証券評価差額金
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

負債・純資産合計 
純 資 産 合 計

長 期 借 入 金

未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等

社 債

社 債

（単位：百万円）

平成18年3月31日

《前連結会計年度》《 当 第 1 四 半 期 》 《 前 第 1 四 半 期 》

その他有価証券評価差額金
自 己 株 式
資 本 合 計

平成18年6月30日

長 期 預 り 金

負 債 合 計

連 結 調 整 勘 定

株 主 資 本 合 計

（ 少 数 株 主 持 分 ）

（ 資 本 の 部 ）
資 本 金
資 本 剰 余 金

少 数 株 主 持 分

負債・少数株主持分及び資本合計 

（ 純 資 産 の 部 ）
Ⅰ　株主資本

利 益 剰 余 金
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（２）要約四半期連結損益計算書

％ ％
6,598 100.0 6,614 100.0 27,173 100.0

5,981 90.6 5,856 88.5 24,587 90.5

617 9.4 758 11.5 2,585 9.5

422 6.5 468 7.1 1,650 6.1

194 2.9 289 4.4 934 3.4

25 0.4 35 0.5 125 0.5

119 1.8 125 1.9 523 1.9
　

101 1.5 199 3.0 536 2.0

-          - -         - 726 2.7
-          -         530      
-          -         196

1 0.0 2 0.0 351 1.3
-          -         171      
-          -         41        
1 2 138

99 1.5 197 3.0 911 3.4

19 0.3 35 0.6 297 1.1

-          - -         - △ 17 △ 0.0

0          0.0 1         0.0 0         0.0

80 1.2 161 2.4 630 2.3

役 員 退 職 慰 労 金
そ の 他

厚生年金基金解散処理差額金
そ の 他

減 損 損 失
特 別 損 失

特 別 利 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

法 人 税 等 調 整 額

税 金 等 調 整 前 四 半 期
( 当 期 ) 純 利 益

四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益

少 数 株 主 利 益

期 別

自平成17年 4月 1日

科 目

売 上 高

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

金 額
至平成17年 6月30日

百 分 比

売 上 総 利 益

金 額 百 分 比

売 上 原 価

法人税、住民税及び事業税

金　　額 百 分 比

（単位：百万円）

自平成18年 4月 1日
至平成18年 6月 30日

《 当 第 1 四 半 期 》

至平成18年 3月31日

《 前 第 1 四 半 期 》
《前連結会計年度の
要約損益計算書》
自平成17年 4月 1日
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